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      定例記者会見報告事項（平成２９年１１月２９日） 

担 当 課 通商観光課 

電話番号 47-1068 

 

事業名等 水木しげる氏命日『ゲゲゲ忌』について 

 

１．事業の概要 

・平成 27（2015）年 11 月 30 日に満 93 歳で亡くなられた水木しげる氏を偲び、氏への感謝と、   

市民及び観光客が思い出を共有できる機会を提供するため、次の事業を実施する。 

・11 月 30 日は、東京都調布市において『ゲゲゲ忌』と制定され、メイン事業は調布市で開催、3

月の生誕祭は境港市でメイン事業を開催することとしている。 

２．事業内容 

 ①「水木しげる記念館新聞（号外）」パネル展示 

  11月 30日限定の新聞パネルを館内に設置。氏の略歴や魅力が書かれたパネルに加え、「なまけ

者になりなさい」と言う水木先生のイラストと一緒に写真撮影し、新聞に掲載された気分を味

わうことができる。 

 ②水木しげる先生の好物「バナナ」贈呈 

  水木しげる記念館入館者の先着１００人に、水木先生が好きだったバナナを贈呈する。 

③水木しげる先生『ゲゲゲの思い出写真』展示 

   水木先生が境港市に訪れた際のスナップ写真を約２０点展示する。 

④限定入館チケット 

   11月 30日だけの限定入館チケットを作成し、当日入館者のみ配布する。 

⑤キャラメルの配布 

  水木しげるロード振興会の協賛により、入館者にキャラメルを配布する。 

 ⑥献花台の設置 

  水木しげる記念館前庭に先生の遺影と鬼太郎のマスコットを展示し、献花台を設置する。 

３．経過 

 平成 27年 11月 30日 水木しげる氏死去 

 平成 28年 1月 31日 「水木しげるサンお別れ会」（東京都青山葬儀所） 

3月 8日  「水木しげる先生を偲ぶ会」（境港市文化ホール） 

      11月   ゲゲゲ忌（東京都調布市） ※境港市はカニ汁出店 

      11月 30日 境港市：水木しげる記念館の前で献花台、キャラメル配布（振興会） 

            鳥取県：県庁 1階ロビーに献花台、特別展示（石膏・漫画等） 

 平成 29年 3月 4日 「水木しげる生誕祭」（水木しげるロード・境港市文化ホール） 

      11月   ゲゲゲ忌（東京都調布市） ※境港市はカニ汁出店 

 

 



      定例記者会見報告事項（平成２９年１１月２９日） 

 

担 当 課 健康推進課 

電話番号 0859-47-1122 

 

事業名等 
スマートフォン用アプリ「母子健康手帳アプリ」を活用し

た妊娠・出産・子育て支援情報配信サービス 

 

１．事業の概要  

スマートフォン用アプリ「母子健康手帳アプリ」を活用し、現在、市のホームページで掲載し

ている妊娠・出産・子育て支援情報を、新たにアプリ上で配信を開始するもの。 

※配信開始は１２月７日を予定。配信内容は、妊婦・乳児健康診査のお知らせなど定期的に配信

する内容と、インフルエンザ蔓延時の注意喚起やイベントのお知らせなど、随時配信する内容の

二種類。（注意喚起やイベントのお知らせ等の配信については、来年３月末までの試行） 

◆アプリの概要 

妊娠の届出の際に交付する母子健康手帳の内容を電子化したスマートフォン向けアプリ。厚生

労働省の定める省令に準拠した、妊娠中から６歳時の健診までの記載項目を全て網羅しており、

お子さんのデータを一元的に記録・管理することが可能。紙の「母子健康手帳」と一緒に使って

いただくアプリとして、平成２８年１０月２８日よりサービスを開始（ダウンロ－ド無料、携帯

電話キャリアの制限なし） 

◆アプリユーザー利用料：無料 

◆アプリ主催者等：＜主催＞特定非営利活動法人ひまわりの会 ＜企画・開発・運用＞株式会社

ＮＴＴドコモ、株式会社博報堂ＤＹメディアパートナーズ 

◆アプリ導入実績：導入自治体数２５自治体（平成２９年１１月２９日時点） 

 

２．事業の目的 

開設２年目となる「子育て世代包括支援センター」では、専門職員が個別面談、訪問、電子メ

ールなどによるきめ細かな相談対応、支援のほか、おむつ代の助成や産後・１か月健診費用の無

償化等を行っております。昨年８月に開始した「安心メール相談」事業では電子メールによる個

別の相談対応、子育て支援情報の配信を随時行っていますが、それらに加えて、「母子健康手帳ア

プリ」を利用する方に、妊娠週数やお子さまの月齢に合わせたタイムリーな情報配信を行うこと

で、更なる子育て支援サービスの向上を図るものです。 

 

３．今後の事業計画 

 緊急時や災害時の情報発信ツールとしての活用も検討しています。 

 


